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本日の議題

· 11 IEA World Energy Outlook 2025
エネルギー安全保障が最優先課題になる

· 様々な不確実性や課題に
直面 エネルギー価格、産業競争力、エネルギー安全保障等に重点を置きな
がら、エネルギー分野のトランジションの実現に向けた取組を推進 11

COP30 1.5℃目標の達成に向けた緩和の取組の加速と、更なる野心向上

· 2 18 「第7次エネルギー基本
計画」や「GX2040 ビジョン」において示した方針を堅持S+3E エネルギー安定供給、経済成
長、脱炭素の同時実現

· 2040

· 国際情勢の変化等を踏まえた我が国の政策の方向性 強い経済の
実現に向けたエネルギー政策の在り方
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IEA 「World Energy Outlook 2025 」

Ṗ ṕIEAṖ World Energy Outlook 2025

·2025 11 ṕIEAṖ World Energy Outlook  2025

· ṕẑṖ AI 世界のエネル
ギーサービス需要の増大 エネルギー安全保障の性質の変化電力の時代

エネルギーシステムの重心シフト再エネの役割拡大 原子力の復活

ẑ World Energy Outlook 2025
CPS（Current Polices Scenario ）：現行政策シナリオṏ 2020

2025
STEPS（Stated Polices Scenario ）：公表政策シナリオṏ

NZE（Net Zero Emissions by 2050 Scenario ）：2050 年ネットゼロ排出シナリオṏ2050
CO2 1.5ṹ 2025
2024 NZE 1.5ṹ 2100 1.5ṹ

「World Energy Outlook 2025 」のExecutive Summary における主な記載（抜粋）

「電力の時代」の到来ṕThe Age of Electricity is here Ṗ

¸

¸

¸

¸ AI

再エネの継続的な拡大ṕThe continued rise of renewable energy Ṗ

¸

¸ ṕ Ṗ

原子力発電の復活ṕNuclear power is making a comeback Ṗ

¸ SMR



交渉 交渉外

¸ 「グローバル・ムチラオ※決定」 (ẑ 共同 )
カバー決定

ü ṕ4度→2.3 ～2.5 度Ṗ 目
標達成には不十分

ü 緩和（温室効果ガスの排出削減）Ḳ
1.5 度目標達成 緩和の取組加速と更なる野心向上

NDC（削減目標）の未提出国に対して早期提出

ü 気候資金Ḳ
NCQG 適応資金3倍 2年間の作業計
画

ü 気候変動に関する一方的な貿易制限的措置Ḳ
WTO

¸ 適応（気候変動の被害の回避・軽減）分野の
進捗指標（GGA）

ü 指標リストは採択 継続検討

 「ベレン・ポリティカル・パッケージ」

¸ ジャパン・パビリオンでの発信

ü JCM 産業脱炭素化 AZEC 削減
貢献量 トランジションファイナンス 32 のセミ
ナー

ü 9

¸ イニシアチブ

ルラ大統領 熱帯雨林保全基金（TFFF）
持続可能燃料４倍宣言等 イニシアチブ

TFFF Ệ

¸ 化石燃料からの移行

ロードマップ策定

6

国連気候変動枠組条約 第30 回締約国会議（COP30 ）結果概要

日時：2025 11 10 ṕ ṖṌ11 22 ṕ Ṗẑ1
場所：
議長：   
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主要国の新たなNDC

Ṗ ṕUNFCCCṖ NDC Registry

従来のNDC 新たなNDC 参考

日本 2030 年度 46% 削減
ṕ2013 Ṗ

50%

2035 年度 60% 削減
2040 年度 73% 削減
ṕ2013 Ṗ

2025 2 18 GX2040

NDC

米国
2030 年 50 ～52% 削減

ṕ2005 Ṗ
2035 年 61 ～66% 削減

ṕ2005 Ṗ

2024 12 19 NDC
2025 1

カナダ
2030 年 40 ～45% 削減

ṕ2005 Ṗ
2035 年 45 ～50% 削減

ṕ2005 Ṗ

2025 2 12 NDC
5

英国
2030 年 68% 削減
ṕ1990 Ṗ

2035 年 81% 削減
ṕ1990 Ṗ

2024 11 12 COP29 2035
2025 1 30 NDC

6 ṕ2033Ṍ2037 Ṗ

EU
2030 年 55% 削減
ṕ1990 Ṗ

2035 年 66.25 ～72.5% 削減
ṕ1990 Ṗ

2025 11 5 NDC 2040
1990 90Ṿ ṕ

5%Ṗ

中国 GDP CO2

2030 年 65% 削減 
ṕ2005 Ṗ

2035 年 7～10% 削減
ṕ Ṗ

2025 11 3 NDC 2035
30%

36 kW

韓国
2030 年 40% 削減
ṕ2018 Ṗ

2035 年 53 ～61% 削減
ṕ2018 Ṗ

2025 11 11 NDC
K-GX



再エネ

¸1 領海外大陸棚の全区域における洋上風力リースを一時的に撤回する大統
領令 7 領海外大陸棚に指定され
た全ての洋上風力開発区域を撤回

¸OBBBA 太陽光・風力発電に対するIRA の税額控除を大幅縮小
¸12 建設中の大規模洋上風力リースを一時停止

原子力
¸5 原子力に関する大統領令4
¸OBBBA 原子力発電に対するIRA の税額控除は維持

化石
燃料

¸1 アラスカの資源開発促進に関する大統領令
¸ LNG輸出審査を再開 2
¸OBBBA 連邦所有地のリース販売の義務付け

連邦土地利用料（ロイヤリティ）の引き下げ
¸11 アラスカ州の政府保有地における石油・ガス開発に対する規制撤廃

海域での石油・ガス採掘に
向けたリースを拡大する計画

次世代
燃料

¸OBBBA IRA グリーン水素は適用期間を短縮バイオ
燃料・SAFは適用期間を延長ṕSAF 2025

Ṗ 2026 北米産原料による燃料に対象を限定

重要
鉱物

¸3 国内での鉱物生産能力を増強する大統領令
¸ サプライチェーン強化のための資金提供プログラム8
¸10 協力枠組みを締結 11

国家エネルギー非常事態宣言
（2025 年1月）

¸

米国の経済・国家安全保障・外
交政策にとって重大な脅威

石油・天然ガ
ス等の増産を通じエネルギー価格を引き下げる

¸

OBBBA （2025 年7月）
One Big Beautiful Bill Act

¸2022 IRAṕ Ṗ

¸ 適用期間の短縮・延長 控除額の見
直し 特定の外国企業等が関与する場
合に税額控除の適用を制限

国家安全保障戦略（2025 年12 月）

¸ 重要なサプライチェーンと資
源へのアクセス確保 エネルギードミナンス

8

米国のエネルギー関連政策の動向

Ṗ

· エネルギード
ミナンス 米国内のエネルギー資源を国内外で最大限活用する

米国のエネルギー関連政策の概要

ṕ2025 Ṗ
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EUのエネルギー関連政策の動向

Ṗ

·EU 2025 2 脱炭素化と産業競争力・安全保障の強化の
両立

EUのエネルギー関連政策の概要

ドラギレポート（2024 年9月）

¸ 経済成長を
加速させる必要性

¸ 公的資金の必要性
¸ 産業界に短期的

な追加コスト
産業政策の推進の必要性

競争力コンパス（2025 年1月）

¸ 2 ①
米中とのイノベーション格差の是正②脱炭素と競
争力強化の両立 ③過剰な域外依存の軽減と安
全保障の強化

クリーン産業ディール（2025 年2月）

¸2050 脱炭素目標は維持 技術中立
の原則 エネルギー多消費産業への支援

クリーンテックへの支援

¸

6つの柱を提示

エネルギー
価格

¸ 手頃なエネルギーのための行動計
画 2

¸ 国家補助枠組み
（CISAF ） 6

クリーン
製品需要 ¸ GHG 低炭素水素に

関する委任規則 7

官民投資
¸ InvestEU を

強化する規則改正案 2 12
¸Horizon Europe 2025 5

循環経済
¸2026 重要原材料センターの設立

7

グローバル市場
国際協力

¸CBAM の簡素化措置 10
¸EU クリーン貿易・投資パートナーシップ（CTIP ）

11

スキル・雇用
¸

技能保証パイロット事業11
¸質の高い雇用に向けたロードマップ12

6 ṕ2025 Ṗ



エネルギー
価格

¸2026Ṍ2028 暫定的産業用電力価格ṕ
Ṗ 電力価格補償制度の適用範囲を

戦略セクターにも拡張

再エネ
¸2030 年までに総電力消費量の80 ％以上を再エネとする目標は維持
¸

CfD PPA

核融合

¸2025 7

¸2025 10 核融合行動計画 2029 20

火力
¸石炭火力を2038 年までに廃止する目標は維持
¸水素への転換が可能なガス火力 計10GW の

容量オークション

水素
¸ 2025 10 水素加速法

「気候中立的に製造された水素」

CCUS
¸2025 8 CO2貯留法の改正案 ガス火力から排出されるCO2

も貯留・回収の対象に含む CO2

自動車
¸2025 11 2035 年以降の内燃機関車販売の実質禁止の緩和

ṕ12 ṖṖ 10

ドイツのエネルギー関連政策の動向

· 野心的な目標は堅持 気候中立実現と競争力確保の両立
エネルギーコストの低減や、より多様で柔軟な選択肢を追求する動き

ドイツのエネルギー関連政策の概要

連立協定書（2025 年4月）

¸2045 年までの気候中立達成等の主要な目標を
堅持 エネルギー
コストの低減

モニタリングレポート（2025 年9月）

¸ 主要分野における進捗状
況等を評価

¸

気候中立の実現と競争
力の維持に向けた主要施策を提示

競争力強化・雇用確保のための
5つの主要施策（2025 年11 月）

¸ ドイツ基金

産業の電力料金負担軽減 ガ
ス火力等の新設



Ṗ

エネルギー
価格

¸

産業競争力強化スキーム2027
¸ ṕ Ṗ

2026 60% 90%

再エネ

¸2025 4 GBE 洋上風力のサプライチェーン強化に3
億ポンドを投資する支援策

¸2025 7 CfD 制度の改革 7 洋上風力サプライ
チェーンに投資する企業への追加支援ṕ Ṗ

原子力
¸2025 6 Sizewell C 原子力発電所への142 億ポン

ドの投資 SMRへの25 億ポンドの投資

電力系統

¸ 系統接続ルール改訂案
2025 4

¸2025 12 ṕOfgemṖ 送電網強化・拡張への
280 億ポンドの投資

CCUS
¸2025 6 CCUSへの94 億ポンドの投資
¸2025 9 2件のCCUSプロジェクトのFID

重要鉱物
¸2025 11 重要鉱物戦略 2035

10Ṿ 20Ṿ

11

英国のエネルギー関連政策の動向

·
クリーンエネルギー産業への投資を拡大

英国のエネルギー関連政策の概要

変化に向けた計画（2024 年12 月）

¸ 6
2030 年までに電力の

95% 以上をクリーンとする目標
¸ ṕDESNZṖ

2030 年クリーン電力行
動計画

産業戦略（2025 年6月）

¸8 10
¸クリーンエネルギー産業 1

電力コスト削減送配電網接続の迅速化
産業の脱炭素化の促進

クリーンエネルギー産業セクター計画
（2025 年6月）

¸ CCUS

¸2035 クリーンエネルギー産業への投資を
年間300 億ポンド以上に倍増



16% 36% 48%

27%
34% 37% 37%

41%

0%

20%

40%

60%

2021 2022 2023 2024 2025
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企業によるサプライチェーン脱炭素化に向けた動き

ṖAccenture Destination Net Zero 2024 Destination Net Zero 2025

· サプライチェーン全体のネットゼロ目標を有する企業は増加している2050
現時点でオントラックな排出削減を実現している企業は16% にとどまる

· サプライヤーを含めた脱炭素化 新たな競争力
の源泉にしていく動き

グローバル企業によるサプライチェーン脱炭素化の取組の例

Microsoft
¸2030
¸ 2030 Microsoft 向け製品の製造

工程での使用電力を100 ％脱炭素化する

Apple

¸2030 ṕ
Ṗ

¸ Apple 製品製造時の使用電力を
2030 年までに100% 再エネとする

Foxconn
¸2030 Scope3 2020 42%

¸ 2030 年までに42% の排出削減を要求

BASF

¸ ṕSustainable Future Solutions Ṗ
2030 50%

¸ 製品別カーボンフットプリント（CFP）算
定・報告 CO2

Siemens
¸2030 Scope3 20% サ

プライヤーにも排出削減施策の実施を要求

ẑ 2000 Scope1 2 3

サプライチェーン全体のネットゼロ目標を
有する企業の割合の推移

2050 年ネットゼロに向けた進捗状況

ẑ 2683 Scope1 2
2016 2050

排出量減少
オントラック

排出量減少
オフトラック

排出量増加
オフトラック
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エネルギー需給の実績と見通しについて

Ḳ ṕ2024 Ṗ 2040

エネルギー

自給率

最終エネルギー

消費量

1次エネルギー供給の

化石燃料割合

電
源
構
成

エネルギー起源

CO2排出量

2010 年度 2013 年度 2023 年度 2024 年度
2040 年度

（政府見通し）

火力発電

再生可能

エネルギー

太陽光

風力

水力

地熱

バイオマス

原子力

20.2%

3.8 kl

81.2%

65.4%

9.5%

0.3%

0.3%

7.3%

0.2%

1.3%

25.1%

11.4 t

6.5%

3.6 kl

91.2%

88.3%

10.9%

1.2%

0.5%

7.3%

0.2%

1.6%

0.9%

12.4 t

15.3%

3.0 kl

80.7%

68.6%

22.9%

9.8%

1.1%

7.6%

0.3%

4.1%

8.5%

9.2 t

16.4%

2.9 kl

80.1%

67.5%

23.0%

9.9%

1.2%

7.4%

0.4%

4.2%

9.4%

9.1 t

3~4

2.6~2.7 kl

5

3~4

4~5

23~29%

4~8%

8~10%

1~2%

5~6%

2

3.6~3.7 t

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )



2013 2024 2040
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（参考）エネルギー需給の見通し（イメージ）

Ḳ ṕ2024 Ṗ 2040

熱・燃料

ṕ Ṗ

電力

 10.9 %

 0.9 %

 88.3 %

LNG

 23.0 %

 9.4 %

 67.5 %

4Ṍ5

 2

3Ṍ4

省エネ・非化石転換

最終エネルギー消費量

3.6 億kL

電力需要

0.99 兆kWh

発電電力量

1.08 兆kWh

電力需要

0.88 兆kWh

発電電力量

0.99 兆kWh

発電電力量

1.1 ～1.2 兆kWh 程度

電力需要

0.9 ～1.1 兆kWh 程度

最終エネルギー消費量

2.9 億kL 最終エネルギー消費量

2.6 ～2.7 億kL 程度



需要側の省エネルギー・非化石転換
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非化石転換

課題
Å ṕDRṖ

足下の
進捗

・
対応の
方向性

【工場における非化石転換、DR活用の促進】
Å 屋根設置太陽光発電の導入余地を報告する制度 ṕ 26 4 1 Ṗ
Å 水素対応設備に対する支援対象を拡大
【家庭における非化石転換、DRの促進】
Å12 WG DRready 機能を具備した高効率給湯器、家庭用蓄電池等

Å ZEH ṕ27 4 1 )
ẑ CCUS

省エネルギー

課題
ÅDX GX エネルギー消費効率の改善
Å 非連続的な技術開発、取組強化
Å 中小企業や家庭における脱炭素の取組

足下の
進捗

・
対応の
方向性

【DXやGXの進展への対応等】
Åデータセンターのエネルギー使用の効率化

ṕ 26 4 1 Ṗ
Å AI ṕ Ṗ
【中小企業の省エネ促進】
Å省エネ・非化石転換補助金 新設も補助対象とするなど支援を強化
Å 「省エネ・地域パートナーシップ」 6 3

サプライチェーンの上流から下流までが連携した取組に対する支援措置を拡大
Å ソリューションを提供する企業と中小企業とのマッチングプラットフォームを創設
【家庭における省エネ促進】
Å省エネ性能の大幅上昇や自家消費型太陽光発電促進 ZEH ṕ27 4 1 )
Å ガス温水機器のトップランナー基準を見直すṕ26 4 1 Ṗ
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省エネ・非化石転換法に係る主な制度改正の概要・進捗

1.  データセンター（DC）の最大限立地 電源の確保と共に、DC自身の更なるエネルギー使用の効率
化を促す 省エネ・非化石転換法上の追加措置を講じる

2.  導入余地が比較的大きい屋根設置太陽光発電の導入
検討を促す 省エネ・非化石転換法で求める定期報告内容等を拡充

ἲ 2025 年10 月～11 月にパブリックコメントを実施済2026 年4月1日から施行予定

１．DCのエネルギー使用の効率化 ２．屋根設置太陽光発電の導入ポテンシャル

DC業が満たすべきエネルギー効率の提示

Å2029 年度以降に新設するDC 2
エネルギー効率基準（PUE）を1.3 以下

追加
措置
①

追加
措置
②

DC業の目標・取組方針・実績を可視化

ÅDC業の定期報告等の内容を拡充 DC事業者にその一部の開示
を求める ṕ2025 DC PUE Ṗ

Å 公表状況のフォローアップ 集計レベルの情報を公表 

追加
措置
③

テナント型DCもPUE算定の対象に追加

ÅDCのIT 機器のみのエネルギー管理権限を有するホスティング・クラ
ウド（テナント型）DC事業者

ṕ Ḳ Ṗ PUE
現行ベンチマーク制度及び上記措置①②の対象

屋根設置太陽光発電の目標の提出

Å ẑ
屋根設置太陽光発電設備の設置に関する定性的な目標
（例：新たに屋根設置太陽光発電設備を設置する時期の
目途）の提出 ṕ2026
ṌṖ

ẑ 1500kl

追加
措置
①

追加
措置
②

屋根設置太陽光発電の設置可能面積等の報告

Å ẑ
屋根設置太陽光発電設備を設置できる屋

根面積（耐震基準・積載荷重・他法令の定めによって設置
を認められない場所等を踏まえた面積） 既に設備
を設置済及び設置予定の面積・出力等の報告
ṕ2027 ṌṖ

ẑ 1500kl



18

省エネ・非化石転換補助金の強化（更なる高性能機器の拡大）

· 省エネ・非化石転換補助金に新たな類型（トッ
プ性能枠）を創設 既存の省エネ水準を大きく超える省エネ性能を有する設備の導入促進

【トップ性能枠の追加】

· 設備更新における補助率を強化する
とともに、②これまで支援対象ではなかった新設についても補助対象

· 第三者委員会（執行団体が設置）の意見も確認の上で対象設備を決める 「高
い省エネ性能及び波及効果（省エネ導入ポテンシャル）が期待され」 、かつ、「普及が初期の段階（普及率が低い）」であり、
今後導入を加速すべき設備であることといった視点で選定する。

Å IE3
IE4 やIE5 のモーターも商品化されている

Å IE4 IE5 国内市場の
拡大を促進し、メーカーの設備投資を促す

想定事例① 産業用モーター

Å

設置スペース・稼働方
法などの課題 中・高温帯についてはコスト等の
観点

Å

想定事例② 産業用ヒートポンプ



Ḳ10/15 ṕ Ṗ
Ḳ

Ḳ5/30 ṕ Ṗ
Ḳ

Ḳ11/12

ṕ Ṗ
Ḳ

Ḳ9/4

ṕ Ṗ
Ḳ

Ḳ11/7 ṕ Ṗ
Ḳ

Ḳ9/16 ṕ Ṗ
Ḳ

Ḳ9/11 ṕ Ṗ
Ḳ

ḱ
Ḳ12/1

ṕ Ṗ
Ḳ

Ḳ11/19 ṕ Ṗ
Ḳ

Ḳ8/26 ṕ Ṗ
Ḳ
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省エネ・地域パートナーシップ地域ブロック会議

·
2024 ỉ
ṕ2025 年10 月末時点で、208 の金融機関、68 の省エネ支援機関が参加 Ṗ

·パートナー金融機関とパートナー省エネ支援機関の連携を深める場（地域ブロック会議）

· 昨年は３割だったところ、今年は７割と上昇

パートナー機関（金融機関、省エネ支援機関）に期待される取組（例）

地域の身近な支援者として、中小企業等の省エネを後押し

V

V

V

V



フェーズ３：改善の実行
（省エネ・非化石転換設備更新・運用改善等）

20

サプライチェーン連携による省エネ

· Scopeễ
サプライヤーとの脱炭素に向けた連携強化に向けた動きが加速

·中小企業が行える脱炭素の取組は、①太陽光発電の導入か、②省エネが中心 下流の
大企業が上流の中小企業に知見等を共有するなど、サプライチェーン連携による具体的な省エネ対策の実施
が期待される

サプライチェーンにおける省エネ連携イメージ

フェーズ1：意識醸成
（サミットの開催等）

フェーズ２：チームアップ
( 取組み計画の作成等)

A
B

C

＜国の支援①（検討中）＞

意識醸成・チームアップに向けた
取組みをサポート

＜国の支援②（補正予算で措置）＞

それぞれが作成した省エネ計画に基づく
設備更新を支援

取組事例 中国地域GX・サプライチェーン・サミット
（中国経産局×マツダ株式会社）

当日のプログラム
○省エネ政策の動向
（資源エネルギー庁）

○中国地域の取組状況
（中国経済産業局）

○マツダのサプライチェーンにおける
カーボンニュートラルに向けた取組

（マツダ）

○省エネルギー相談会

Å 2025 11 26 マツダがサプライチェーン
におけるカーボンニュートラルを推進していくため、
サプライヤ企業を対象に省エネ推進の重要性や
方向性を共有する場として GX

Å ※4４社のサプライヤーが参加。他、省エネ支援
機関や地域の金融機関、自治体等も参加。
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省エネ診断の強化（マッチングプラットフォームの創設）

·
改善提案の実現に向けてソリューションを提供する企業（リース会社やメーカー等）とのマッチングプ

ラットフォームを創設

Å診断受診後に

改善の実行に
向けた継続的な省
エネ支援を実施

Å 設備
更新の補助金申請
サポートや、省エネ
改善計画の作成等
を支援

ＩＴ診断

ウォーク
スルー
診断

①事前アンケート・面談

Å

Å

③提案②ウォークスルー

Å
Å

Å

①事前調査 ②機器設置・計測

Å

③見える化・分析

Å
Å

Å

④提案

伴走支援

診断結果等
（匿名で登録）

ソリュー
ション

マッチング
プラットフォーム

中小企業
支援企業

・リース会社

・メーカー

・金融機関

・パートナー機関

等

支援内容を登録任意で診断結果を登録

＋α 支援情報の提供に役立つ 情
報の登録

（予算や想定スケジュールなど）

マッチング

支援企業と
ソリューション情報を通知

中小企業が選択した
支援企業に通知、相談へ

V設備更新における資金支援（融
資）やリースの提案

V設備更新にあたっての補助金申請サ
ポート

V運用改善サポート

Vエネルギー管理等

改善取組や登録の
未実施企業には

フォローアップも実施

新設
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分散型エネルギー推進戦略WGの検討内容について

· ṕDR Ṗ ṕ
Ṗ

·

· WG  
ṕDERṖ

ẑ WG  
ẑ WG WG

供給側需要側

LDES ṕ Ṗ

ẆHEMS/MEMS
ẑể

ẆCEMS
ẑỄ

Ẇ

Ẇ
ẆDR/VPP

Ẇ
Ẇ

DER

ṕ Ṗ

DR
DRready DRready

導入見通しを踏まえた分散型エネルギー政策の方向性の検討
ẑể HEMSṕHome Energy Management System Ṗ MEMSṕMansion Energy Management System Ṗ

BEMSṕBuilding Energy Management System Ṗ FEMS ṕFactory Energy Management System)
ẑỄ CEMSṕCommunity Energy Management System Ṗ



再生可能エネルギー

課題
Å地域との共生に向けた事業規律の強化 FIT/FIP 長期安定的に事業継続される仕組みづくり
Å イノベーションの加速、国内の強靱なサプライチェーン構築

足下の
進捗

・
対応の
方向性

【地域との共生、長期安定電源化】
Å 2024 4 事業規律強化の徹底 「大規模太陽光発電事業（メガソーラー）対策パッ

ケージ」 規律の強化と地域共生型への支援の重点化

Å 責任ある長期安定電源の担い手を認定 事業集約を推進
【イノベーションの加速とサプライチェーン構築】
Å ペロブスカイト太陽電池量産技術確立、生産体制整備、需要創出
Å洋上風力事業を完遂させるための事業環境整備 ṕ12 Ṗ (
Ễ ) (8 ) 風車製造拠点の創出、浮体式の市場創出 EEZ・アジア太平洋展開

Å次世代型地熱 10 社会実装に向けた取組を推進

脱炭素電源の拡大と系統整備①
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総論

課題

Å

Å脱炭素電源の拡大
事業環境整備が必要

Å 電源や系統への長期・大規模の投資 資金調達環境の整備が必要

足下の
進捗

・
対応の
方向性

【長期脱炭素電源オークションにおける対応】
Å 事業環境の変化に伴う費用の変動に対応 3 ṕ2026

1 Ṗ 事後的な
費用増加への支援の仕組みを導入

【資金調達の円滑化等】
Å 広域機関による財政融資を活用した新たな

融資制度を検討し、長期・大規模な電源・系統設備への投資を支援する
Å 需要家との連携の促進

【脱炭素電力の活用促進とGX関連投資の拡大】
Å GX 脱炭素電力供給地域に貢献する需要家のGX関連投資を支援



原子力発電・フュージョンエネルギー

課題

Å国民からの信頼確保 安全性の確保を大前提に 原子力を最大限活用していく必要
Å 使用済燃料の再処理を始めとする核燃料サイクル、円滑かつ着実な廃炉、高レベル放射性廃棄物

の最終処分といったバックエンドへの対応が必要。
Å原子力産業基盤の維持・強化 将来的な事業の予見性向上

足下の
進捗

・
対応の
方向性

【既設炉の最大限活用】
Å北海道電力・泊３号機 原子力規制委員会が設置変更許可、(7 30 ) 道知事が再稼働に関して同意を表明(12 10 )
Å東京電力・柏崎刈羽６号機および７号機 県知事が再稼働に関して了承ṕ12 23 Ṗ
Å ṕ Ṗ

事業者の取組を支援
【次世代革新炉の開発・設置】
Å ṕ11 5 Ṗ
Å 次世代革新炉の開発の道筋の具体化に向けた検討 ṕ10 3 Ṗ
Å

【立地地域との共生・国民各層とのコミュニケーション】
Å2016 全国各地での説明会 1,500 ṕ2025 6 Ṗ SNS
Å ṕ8 6 Ṗ
Å  
【バックエンドプロセスの加速化】
Å六ヶ所再処理工場（2026 年度中）やMOX 燃料工場（2027 年度中）の竣工目標

審査対応の進捗管理や必要な人材確保
Å最終処分  ễ

ỎỘ
国主導の働きかけを強化  

【サプライチェーン・人材の維持・強化】
Å

「原子力人材育成・強化に係る協議会」を立ち上げ ṕ9 24
12 10 Ṗ

Å 原子力産業基盤の強化施策
Å 原子力発電の開発見通しや将来像について検討
【フュージョンエネルギー】
Å フュージョンエネルギー室を立ち上げṕ11 28 Ṗ スタートアップ等の支

援 7

脱炭素電源の拡大と系統整備②

24



脱炭素電源の拡大と系統整備③

2525

火力発電

課題
Å非効率石炭火力

足下の
進捗

・
対応の
方向性

【非効率石炭をはじめとした発電量の削減、火力の脱炭素化の促進】
Å2026 BM Ṅ BM

CO2排出量の多い石炭火力を中心に、炭素価格に応じた負担が生じる見込み

Å水素・アンモニア・CCS付火力への投資 ễ ṕ2026 1 Ṗ 燃料費
等の可変費を支援対象に追加 4
LNG 200Ṍ300 kW/

次世代電力ネットワーク（系統・蓄電池）の増強

課題

Å

需要家の迅速な系統接続に向けた取組
Å 地域間連系線や地内系統の先行的・計画的な整備

資金調達の更なる円滑化等に向けた制度的措置
Å DR
Å

足下の
進捗

・
対応の
方向性

【電力ネットワークの次世代化】
Å 系統接続

ルールの見直し
Å大規模な系統整備における資金調達・資金回収の円滑化 地内系統の先行的・計画的な整備

【蓄電池・DRの活用促進】
Å分散型エネルギー推進戦略WGを創設

ṕ12 Ṗ WG
【送配電網のサイバーセキュリティ対策の強化】
Å2027 4 太陽光発電及び蓄電池に付随する通信機能を有する機器 原則としてJC-

STAR ★1ラベルの取得を要件化
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再生可能エネルギーの導入に向けた課題
· 地域共生を前提 主力電源化を徹底し、最

大限の導入拡大

· 我が国のポテンシャルを最大限活かす 以下の課題を乗り越える必要

V

V 2030

V ṕ Ḳ
Ṗ

ἲ 適切な廃棄・リサイクルが実施される制度整備
が必要

⑤使用済太陽光パネルへの対応

V

V

V ṕ Ṗ

ἲ 地域間連系線の整備、蓄電池の導入などが必要

③出力変動への対応

V

V

ἲ 不適切なメガソーラーへの対策など地域との共生に
向けた事業規律強化が必要

①地域との共生

V

V

V

ἲ ペロブスカイトや浮体式洋上風力、次世代型地熱
などの社会実装加速化が必要

④イノベーションの加速とサプライチェーン構築

V FIT 20
ṕ2025 3.98 /kWh Ṗ

V FIT

ἲ FIP や支援の重点化など、更なるコスト低減が必要

②国民負担の抑制



①許認可の認定
申請要件化

ü

許認可取得を再エネ特措法の申請要件 認定手続厳格化

②違反防止・
早期解消

ü違反の未然防止・早期解消 FIT/FIP 交付金を留
保する措置 再エネ特措法における新たな仕組み 徴収規定の創設

ü 森林法、農地法、盛土規制法違反等の太陽光発電事業（計379 件）
Ệ

③廃棄等費用へ
の対応

ü2022 7 廃棄等費用の外部積立て

ü2030 使用済太陽光パネル発生量ピークに計画的に対応するためパネル含有物質の情
報提供を認定基準に追加する リユース、リサイクル及び
最終処分を確実に実施するための制度検討

④住民との丁寧な
コミュニケーション

ü 周辺地域への事前周知の要件化ṕ事業譲渡の際の変更認定
申請の場合も同様Ṗ

Ṯ נּ ṯ

（参考）地域と共生した再エネ導入のための事業規律強化ṕ2024 Ṗ

27



太陽光発電事業の更なる地域共生・規律強化に向けた関係省庁連絡会議

Å 太陽光発電事業における地域との共生をより一層確保するべく
様々な公益との調整

ӵ太陽光発電事業の更なる地域共生・規律強化に向けた関係省庁連絡会議Ӷを設置

Å Ḳ

第１回（９月24 日）の開催概要 第２回（10 月29 日）の開催概要

Å 太陽光発電事業について地域との共生
上の課題が生じている事例がみられている中で、

関係省庁間の連携を強化し、適切に対
応していくことが必要である点を確認。

Å 各
省庁において、改めて、必要な対応について検討
いただくとともに、次回以降の本連絡会議
各省庁よりご報告

Å

Å 各
種の具体事例

様々な公益との調整が効果的・実効的に図られる
か

2812 23 大規模太陽光発電事業に関する関係閣僚会議 対策パッケージを決定

第３回（12 月22 日書面開催）の開催概要

Å ṕ Ṗ
ṕ Ṗ



大規模太陽光発電事業（メガソーラー）に関する対策パッケージの概要 令和7年12 月23 日 大規模太陽光発電事業に関する関係閣僚会議決定

①自然環境の保護
É Ḳ
É Ḳ  
É Ḳ
É Ḳ

②安全性の確保
É Ḳ
É Ḳ
É JC-STAR

③景観の保護
É Ḳ

ẑ FIT/FIP

１．不適切事案に対する法的規制の強化等

É

É Ḳ
É Ḳ
É

É Ồ FIT/ FIP

２．地域の取組との連携強化

É FIT/FIP 2027 ṕ Ṗ
É

É

É

É

É

３．地域共生型への支援の重点化

DX GX

Ṅ

29
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地域共生型への重点化：ペロブスカイトの生産体制整備

Ḳ HP

·2030 年を待たずにGW級の生産体制を構築するべくGX
2024

· 5年間で3145 億円の投資 GW
2027 年度には、100MW 級の製造ライン

Ṯ ṯ

100MW の生産ライン新設を決定。
2030 GW級のライン構築を目指す。

to
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地域共生型への重点化：GI 基金での採択事業者

·2025 4 エネコートテクノロジーズ、パナソニック ホールディングス、リコーの
3社を採択。3社は、2030 年度に年間製造能力300MW （ガラス型の建材一体型は200MW ）以上の量
産体制の構築を進める事業構想

·2024 9 2030 14 /kWh

エネコートテクノロジーズ

パナソニック ホールディングス

ガラス型ペロブスカイト太陽電池の量産技術開発とフィールド実証
建材一体型

Ḳ  

設置自由度の高いペロブスカイト太陽電池の社会実装に向けた量産技術開発と実証
多様なプレイヤーとの実証・研究開発

Ḳ KDDI YKK AP  ṕ  Ṗ
ṕẑ ṖḲ INPEX MOL PLUS( CVC)

Ḳ( )

Ḳ  HD( )HP

リコー

インクジェット印刷ペロブスカイト太陽電池生産技術開発および
社会実装に向けた設置施工技術・電装技術開発

Ḳ ṕ Ṗ
NTT ṕ ṖḲ( )
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「長期安定適格太陽光発電事業者」の概要

ẑ 

· 適切な再投資 次世代にわたって自立的な形 太陽光
発電を社会に定着させる役割を担うことのできる責任ある太陽光発電事業者 「長期安定適格太陽
光発電事業者」 経済産業省が認定  2025 年４月１日より認定申請を受付開始

· 多極分散構造にある太陽光発電を集約し、集約した事業を効率的
に運用していくことが期待 地域との共生や国民負担の抑制は大前提 事
業集約や集約した事業の効率的な運用を促進するための施策

ṕẑṖ

「長期安定適格太陽光発電事業者（適格事業者）」の概要

【適格事業者の認定要件】

① 地域の信頼を得られる責任ある主体であること

② 長期安定的な事業の実施が見込まれること

③ FIT/FIP 制度によらない事業実施が可能であること

【適格事業者への施策】

① FIT/FIP 変更認定時の説明会等の取扱い

② 電気主任技術者に係る統括制度の利用拡大

③ パネル増設時における廃棄等費用の積立時期の取扱い

④ 事業売却希望者情報の先行公開

ẑ
 
 

72 NW
ṕ2025 2 3 Ṗ ể
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洋上風力の事業環境整備

·第１ラウンド３海域の事業撤退 撤退の要因分析

·今後の公募の在り方 既存事業の環境整備 年内に取りまとめ

¸国内サプライチェーンの構築や人材育成等の産業基盤の確立 初期の案件
形成を着実に進めることで、産業基盤を構築していく必要

¸事業完遂の重要性及び公募の公平性の観点等を総合的に判断 Ễ
ễ

長期脱炭素電源オークションへの参加

公募占用計画変更に係る柔軟な対応

海域占用許可の更新の原則化ṕẑṖ

ṕẑṖ

¸

事業完遂が可能な計画を高く評価 公募制度を見直す

ü 適切な供給価格での入札

ü より精緻な事業実現性の採点

ü スケジュールの柔軟性の確保

ἲ第１ラウンド３海域の再公募を含む今後の公募に適用

既存事業の環境整備

新たな公募制度
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促進区域・有望区域等の指定・整理状況( 令和７年10 月３日時点)

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

区域名 万kW ※

促
進
区
域

ṕ Ṗ 1.7

41.5

73.0

37.0

37.5

31.5

68.4

42.0

ṕ Ṗ 61.5

45.0

25Ṍ32

91Ṍ114

有
望
区
域

91Ṍ114

 56Ṍ71

44Ṍ56

ṕ Ṗ 30

37

50

40

41

48

準
備
区
域

ṕ Ṗ ṕ Ṗ

ṕ Ṗ ṕ Ṗ

ṕ Ṗ ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ ṕ Ṗ
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ṥ Ṧ
ẇ ẇ   ẇ
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¸ EEZ ︡ḭ Ḯ

¸ ךּ ︣ ḭ ḱ ṇ
ḭ ךּףּ ḭ ךּ Ḯ

¸ Ị Ị ṡ וֹ Ṣẑ ḱ Ḯ
ẑ 11 JWPA,ECOWIND,FLOWRA,FLOWCON 8 3 11 6

ṕ 2 Ṗṕ2025 8 8 Ṗ

洋上風力産業ビジョン( 第2次) ［浮体式洋上風力等に関する産業戦略］ポイント

①世界的なインフレ等への対応
魅力的な国内市場の創出

ṕ Ṗ

¸ 2040 年までに15GW 以上

ṕ 30GWṌ45GWṖ

¸ 2029 年度中を目途に大規模
浮体式

Å

Å

ÅJOGMEC EEZ

②産業・技術基盤の充実

ṕ Ṗ

¸ 2040 年までに国内調達比率を
65 ％以上

¸ 2040 年までに 人材
を約4万人

Å風車の国産化
コスト低減

Å

ÅEEZやアジア太平洋展開に向けた実証事
業の推進 技術検証環境整備

③グローバル市場への展開

ṕ Ṗ

¸ 2040 年までに海外
30GW

¸ 2030 年までに
10 ヵ国・地域

Åアジア太平洋に向けた製造拠点
グローバル風車メーカー

との官民協力

Å

国際標準化を主導

35



次世代型地熱の資源化技術の開発

国内の有望地点での実証
普及・拡大

36

次世代型地熱発電の実用化に向けた取組

·GI 基金を活用 2030 年までに次世代型地熱のエ
ネルギーを安定的に取り出し資源化するための技術（発電技術等含む）を確立・実用化（社会
実装） 7 2030

Å次世代型地熱官民協議会における
ロードマップの策定

Å国内実証に向けて必要な事前調査等
（F/S ）の支援

Å次世代型地熱の資源化に向けた技術開発： 探査、
掘削、採取等の技術

Å開発した技術による、国内の有望地点における実証

Å2030 年代早期の次世代型地熱
発電の運転開始

Å国内外での普及・拡大

2025 年度 2030 年代～2026 年度～2030 年度

有望な国内サイトでの
実証計画の検討（F/S ）

導入時期・目標量等の設定

技術課題の特定

GI 基金
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次世代型地熱実現に向けたロードマップ

·次世代型地熱推進官民協議会ṕ 7 4 Ṍ 4 Ṗ 次
世代型地熱実現に向けたロードマップ フェーズ1：2030 年までに国内で
先行導入 フェーズ2：2030 年代早期の運転開始 フェーズ3：国内普及とそれによる地熱発電の抜本的な
導入量拡大

0.0

10.0

︡

国内先行導入

ü

ü ṕ Ṗ
ü

ü

フェーズ１ フェーズ２ フェーズ３

ü

ü ṕ Ṗ
ü

2026 2030 2040 2050

2040 年：1.4GW

[GW]

普及・抜本的な導入量拡大発電設備の
運転開始

※ 導入発電容量の見通しについては、技術革新がさらに進展することで、さらなる追加が期待される。
また、発電利用以外に期待される熱利用を含めるとポテンシャルは、更に増大する可能性がある。

2050 年：7.7GW

2025 10 31
4

4
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再稼働済の原子炉：１４基

設置変更許可済：４基
ṕ Ṗ

設置変更許可済の原子炉：４基

断層・地震・津波や、プラント設備の審査中：８基
ṕ Ṗ

設置変更許可審査中の原子炉：８基

柏̧崎刈羽⑥は、燃料装荷状態での事業者による検査を終え、本年10 月に技術的な起動準備が完了。

柏̧崎刈羽⑦は、本年10 月に特重施設設置期限を迎えた。特重工事完了時期は、2029 年8月を予定。

東̧海第二

泊̧③ 本年7月に設置変更許可

原子力発電所の現状②

再稼働済みの原子炉：１４基
( ẑ ẑ )

ẑ

2025 12 25

ẑ敦賀② 2024 11 許可をしない
 8 再申請に向けた追加調査計画 9

島̧根③ 2024 12

浜̧岡③④ 2024 12

大̧間 2025 6

39



PAZ 1.9
UPZ 40.8

ẑểṌỆ
 ệṌỉ

40

【参考】東京電力・柏崎刈羽原子力発電所の再稼働に向けた状況について

· 7

·2017 12 6 7 ṕ BWR Ṗ

·

· 1 東電管内で2％以上の予備率の向上

ẑ Ṅ 約2,100 万kW が脱落
運転中であった柏崎刈羽原子力発電所1,5,6,7 号機（約490 万kW ）

·12 23 県知事が６号機および７号機の再稼働に関する国からの理解要請について了承。

炉型 メーカー 出力 経過年 安全審査 所在

1号機

BWR

東芝

110 万
kW

40

未申請
柏崎市

2号機 東芝 35

3号機 東芝 32

4号機 日立 31

5号機 日立 35

刈羽村
6号機

ABWR
( 改良型)

東芝
136 万

kW

29
設置変更
許可済7号機

28日立

ẑỄṌỆ ṕ2007.7 Ṗ ể, ệṌỉ 2011.8

概要 立地・周辺立地地域
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【参考】北海道電力・泊発電所の再稼働に向けた状況について

· ể Ễ ễ 2013 ễ

 ễ

ỉ/30 3

８/ １  経済産業大臣が道知事・4町村長に電話にて理解要請(4 )

ị Ṍ11 30km Ỉ   

12

·3号機は 2027 年のできるだけ早い時期に再稼働を目指す
2030 年代前半には1，2号機を含め全基の再稼働

· 泊発電所の再稼働後には燃料費削減効果など踏まえ、電気料金を値下げする
10 31 ṕ ṕ Ṗ11Ṿ Ṗ

·11 月17 日に泊村長、26 日に神恵内村長・共和町長、28 日に岩内町長が、3号機の再稼働に同意すると表
明。12 月10 日に、鈴木道知事が３号機の再稼働への同意を表明。

概要 出力 炉型 営業運転開始日 適合性審査

1号機 57.9 万kW PWR 1989 年6月 審査中
（3号機を優先）２号機 57.9 万kW PWR 1991 年4月

３号機 91.2 万kW PWR 2009 年12 月 設置変更許可

※全長1.2km

立地・周辺立地地域

防潮堤の断面図 岩内町

共和町

神恵内村

泊村

ẑUPZṕUrgent Protective action planning Zone Ṗ
ẑPAZṕPrecautionary Action Zone Ṗ
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【参考】関西電力・美浜発電所における自主的な現地調査の再開について

· ể Ễ 3号機は2021 年6月に再稼働済み

· 後継機設置検討のための自主的な現地調査を中断 本年7月22 日、関西電
力は調査再開の意向を表明 3.5 年～4.5 年を要する

 

7/22 関西電力が調査再開の意向を表明

8/4 美浜町長が調査再開を容認

(   )

11/5  関西電力が調査に着手（11/10 からボーリング調査を開始）

自主調査の概要

美浜発電所

概略調査位置（予定）

発電所北側エリア

発電所南側エリア

福井県の原子力発電所
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次世代革新炉の開発の道筋の具体化に向けた検討

·

· 高速炉・高温ガス炉実証炉開発事業の開始、海外での小型軽水炉の開発の進展、第７次エネルギー
基本計画の策定など、様々な進展 次世代革新炉の開発の道筋を具体化

革新炉ワーキンググループにおいて、技術や開発の進展、実装に向けた課題なども考慮
し、次世代革新炉の開発の道筋の具体化に向けた検討を行う

ẑ

204020302023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

詳細設計

技術熟度に合わせた開発の加速ẑ
ṕ Ṗ

基本設計 運転
製作
・建設

概念設計
製作・
建設基本設計

詳細
設計 運転

運転製作・建設詳細設計基本設計

概念設計 基本設計 運転製作・建設詳細設計

ẑ

ẑ

ẑ

ẑ

製作・建設詳細設計概念設計

2025.6.25  45
2



●委員構成ṕ 15 Ṗ

ḱ
ḱ
ṕ ḭ ḭּךּףּף ḭ Ṗ
ḱ
ḱ ṇ
ḱ
ḱ
ḱ ṕ ḭ ḭ Ṗ
ḱ ṕ ḭ ḭ Ṗ

●「共創会議」を通じた立地地域支援

ü 立地自治体、国、電力事業者等が一緒になり、 2022
年６月に、地域の将来像・取組の基本方針・工程表を取りまとめ

ü 2025 年8月に第8回共創会議を開催し、とりまとめからの３年間である着手期の進捗を踏まえつつ、
2025 年からの10 年間を深化・充実期と位置づける等、工程表を改定。

Ị 2025/8/6 Ẃ 44

福井県・原子力発電所の立地地域の将来像に関する共創会議

· 40 2021 年6月に「福井県・原子力発電
所の立地地域の将来像に関する共創会議」

· 産業の複線化・新産業創出 立地自治体、国、事業者が
一緒になって、立地地域の将来像等を2022 年6月にとりまとめ2025 8 工程表を改定し、取組の深
化・充実



六ヶ所再処理工場・MOX 燃料工場の竣工に向けた取組

·  27 2020
設工認（詳細設計）の審査対応中であり、竣工目標は再処理工場が「2026 年度中」、MOX 燃料工場は
「2027 年度中」

·
再稼働審査の経験者を日本原燃に多数派遣ṕ 100 Ṗ

·日本原燃 原子力規制庁と共通認識 進捗管理 8
「全体計画」 公開の審査会合で、進捗を踏まえて見直し

ウェブサイトでも公開

再処理工場の竣工目標：2026 年度中

設工認の審査対応

使用前検査

工事

：クリティカルパス

保安規定

2025
12

新たな論点対応
などリスクを勘案

再
処
理
工
場

M
O

X

燃
料
工
場

審査・
建設工事・検査など

2027 年度中

竣工

竣工
45
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高レベル放射性廃棄物の最終処分に関する最近の動きについて

·2024 年11 月22 日 NUMOṕ Ṗ 北海道寿都町・神恵内村の文献調査報告
書を公表 NUMO Ễ ＮＵＭＯが法定の理解プロセ
ス（公告・縦覧、説明会、意見募集）を開始2025 年4月18 日、意見募集期間を終えた
NUMO 寄せられた意見への見解書作成中

·佐賀県玄海町 2024 年6月に文献調査を開始 2025 年4月
玄海交流センターを開所 「対話を行う場」を３回開催今後も開催予定

·文献調査地域拡大 2023 全国基礎自治体首長の個別訪問を開始 今年度９月末時点 ２
５０自治体を訪問 2017 全国的な説明会を開催 今年度９月末時点 ２１４回開催

· シンポジウムの開催テレビCM・新聞広告など、集中的な広報活動に取り組んでおり ị
札幌 地層処分推進派・慎重派双方の有識者 地層処分技術に関するシンポジウムを開催 テ

レビＣＭ等 マスメディア広報も強化

＜地層処分技術に関するシンポジウム＠札幌＞ṕ2025 9 Ṗ

地層処分推進派/ 慎重派 双方の有識者が出席

＜テレビCM＞
（2025 年９月 全国９７局で放送）

＜新聞広告＞
（2025 年９月 全国紙・ブロック紙等 計20 紙に掲載）

＜若年層向けシンポジウム＠福岡＞ṕ2025 11 Ṗ
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我が国の原子力国際戦略

·SMR BWRX - 300 （GEベルノバ日立） ṕ Ṗ 米国と連
携しながら、東南アジアを含む海外展開の支援を強化する

·大型炉 SRZ- 1200 （三菱重工） 産業基盤を強化

【（例）BWRX -300 （GEベルノバ日立）】

アジア市場も視野に
ṕ Ṗ

国内産業の
維持・強化

【（例）SRZ-1200 （三菱重工）】

PWR

ṕ Ṗ

国内事業海外事業

【米仏パートナー企業とも連携】



【参考】日米協力によるSMR事業の例

ṕ Ṗ

ニュースケール社の「NuscaleSMR 」
ṕ Ṗ  úṕ ṖIHI JBIC

Å ể 7.7 kW

Å IHI JBIC
ṕ Ị%Ṗ

GE Vernova Hitachi Nuclear 
Energy 社の「BWRX -300 」

ṕ ṖGE úṕ Ṗ

Å  ể 30 kW

ÅGE Vernova Hitachi Nuclear Energy
GE Vernova

GE  Vernova

テラパワー社の「Natrium 」
ṕ Ṗ úṕ ṖJAEA MFBR

Å ể 34.5 kW

ÅJAEA
R&D MoU

ルーマニア

2029 Ṍ

米国ṕ Ṗ

2030 Ṍ

カナダṕ Ṗ

GE Vernova Hitachi Nuclear Energy
2030 Ṍ

ポーランド
GE Vernova Hitachi Nuclear Energy
2032 Ṍ

米国ṕ Ṗ

2029 Ṍ

Ḳ
Ḳ

米国ṕ Ṗ

GE Vernova Hitachi Nuclear Energy
2032 Ṍ
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世界における原子力の活用に向けた動き

ṕ Ṗ

· 原子力の活用に向けた動きが見
られる

インドネシア

Å 2025 ễ
2032

スウェーデン

Å 2022

Å 2025 年８月、政府が、原子炉の新設に対
する公的支援に係る法律を施行。

Å SMR

各国における動向（例）

ベルギー

Å 2003 ỉ
2025

Å 2025 年5月、連邦議会下院が原
子炉の新設を認める議案を可決

カナダ

Å 2025 年５月 オンタリオ州政府が、GEベルノバ
日立製のSMR初号機プロジェクトに対して、ダー
リントンにおける建設開始を承認。

Å ṕ2030 Ṗ ễ
Ệ BWRX-300

スイス

Å 2025 年８月、政府が、原子炉の
新設禁止を撤廃する方針を提示。

英国

Å 2025 Ỉ
SMR

SMR

フィリピン

Å 2024 Ỉ
ṕPEP2023-2050Ṗ 2032 年

120 kW 2050 年ま
でに段階的に480 万kW

マレーシア

Å 2025 ỉ

2031 年

米国

Å 2025 ệ
2030

10

Å ỉ
2030 10
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原子力人材育成・強化に係る協議会について

· / 震災以降の新規建設案件
喪失による見通し減少や原子力関連学科の学生減少等により、人材の確保・育成が徐々に困難

·産業界の人材不足に加えて 原子力教育コンソーシアムの改組に向けた検討規制面で
の人材不足

·こうした課題を解決するため、関係者が定期的に一同に会し、情報共有ṕ Ṗ
政策立案に向けた議論を行う協議会を開催

協議会概要 主な議題

【関係機関・大学】

Å

Å

Å

Å

Å

第1回

Å

Å

Å ṕ Ṗ
Å ṕ Ṗ

第2回

Å

Å ṕ Ṗ

Å

Å

【関係省庁】

Å

Å

Å

Å

【スケジュール】

1 2025 9 24
2 2025 12 10
3 2026 2-3 ṕ Ṗ
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フュージョンエネルギーの実現に向けた取組

· 2030
( 6 ) 2030 年代の発

電実証を経て、早期社会実装を目指すことを目標に

· 「総合経済対策に盛り込むべき重点施策」の戦略分野の一つとしてフュージョンエネル
ギーを位置づけ。早期の社会実装に向け、内閣府・経産省・文科省が連携しプロジェクトを推進。

· 資源エネルギー庁に新たに「フュージョンエネルギー室」を設置し、
研究開発・プロジェクト推進の体制を強化。

· 7 2030 年代の発電実証を目指すスタートアップ等の取
組を支援 ṕR7 補正で200 億円、3年の国庫債務負担行為で600 億円Ṗ

ẑ ệ1000

· ITER 計画やフュージョンイノベーション拠点の整備費用を補正予算に計上 ス
タートアップ支援＋研究基盤整備を平行して実施

ẑ 600 326 ITER
95 1,021
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排出量取引制度における発電ベンチマーク策定の基本的な考え方

·2050 CO2を排出する火力のみならず、再エネ、原子力等も含めた全電源を考
慮した設計とすることが整合的 2033 燃種・発電種別によらず、発電事業者のCO2排
出量の一部に対し有償オークションが義務づけられる第3フェーズが開始予定

· 制度開始当初については足元の必要な供給力確保が重要 発電所の建設や火力発電の脱炭素化には一
定の時間を要する これまでの取組との整合性

CO2

· 2 CO2排出源である火力発電に着目したベンチマークを定める ①制度開始当初3
年間は燃種別のベンチマークを用い②その後、徐々に、燃種別水準と全火力水準をミックスして全火力水準へとベンチマークを
近づけ ③第3フェーズが開始する2033 年度には全火力水準までベンチマークの水準を引き下げていく

段階的に制度の強度を強める エネルギーの安定供給
の確保を大前提に、着実に2050 年カーボンニュートラルの実現に向けた取組を進めていく。

発電BM 水準 ＝ 全火力BM 水準＊α％ ＋ 燃種別BM 水準＊（100 －α）％

割当量 ＝ 基準活動量 × 目指すべき原単位（発電BM 水準）

BM : LNG

燃種別BM水準: BM ẆṾ

全火力BM水準: ẑ 燃種別BM水準
ẑ

基準活動量: ẑ 2023 Ṍ2025
ẑ BM BM
ẑ

年度 2026 2027 2028 2029 2030

α 0 0 0 20 40

BM Ṭ
ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

ẓ X% YṾ

WG
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長期脱炭素電源オークションにおける水素・アンモニア・CCSの可変費の扱い

· ṕ Ṗ 対象外 ẑ

· 2 燃料費の一部（固定的な負担部分） ẑ

· 3 燃料費の値差部分、かつ、年間設備利用率40 ％分

Ṯ ễ ṕ2026 1 Ṗ ṯ

Ṯ 2 ṕ2025 1 Ṗ ṯ

 ṕ2024 8 Ṗ
take or pay Ễ

固定費と認められる合理的な説明があった部分については、本制度の応札価格（運転維持費のその他コス
ト）に算入することを認めることとした

CCS

40%

/

LNG/

応札価格に
算入可

CCS

LNG/

応札価格に
算入可

LNG

応札価格に
算入可

kWh

水素の
燃料費全体

＋

ẑ
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ファイナンスの円滑化に向けた融資制度について

大規模投資の必要性

¸DX GX

¸

⇒今後、電力分野の脱炭素化を実現しつつ、電力の安定供給の確保を実現していくためには、電源や送配電設備など
の電力インフラに大規模投資を行う必要

電力分野のファイナンス環境

対応の方向性

¸

 ⇒電力の安定供給や電力分野の脱炭素化といった需要家ニーズへの対応を迅速化

¸

¸ 増加が見込まれる電力需要に対応し、十分な供給力を必要なタイミングまでに確保していくためには、短期間に集
中して、大規模な投資が行われる必要

¸ あらゆる金融手法を活用する必要。
短期間に多くの資金調達が行われることで、これまで以上に資金調達が困難になる恐れ。
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ファイナンス支援のスキーム

·  DX GX 2050
短期間に集中して、大規模な投資を行う必要

· 民間からの資金調達が難しい長期・大規模な電源・系統投資に対し、財政融資を活用した融
資制度創設を検討

· 供給力確保や系統
整備の対応を迅速化
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長期脱炭素電源オークションの制度変更（インフレ、金利変動等への対応）

·長期脱炭素電源オークションの第3回入札（2026 年1月予定）
①建設工事デフレーター等の各種指標による落札価格の自動

補正、②法令対応等による事後的な費用増加への支援、の仕組みを導入ẑ

①物価、金利等の変動への対応

¸

¸ 落札価格
に含まれる各費用について、各種指標（建設工
事デフレーターや金利の変化率等）で自動補
正

②法令対応等による事後的な費用増加への対応

1

支援

ị
1.5
ṕ Ṗ

¸ 「供給力提供開始期限が10 年以上、かつ、30 万
kW 以上の新設・リプレース投資」
「法令に基づく規制・審査、行政指導への対応に伴
い、事業者にとって他律的に発生する費用であり、
発電事業者が予め見積もることが困難であった費
用」
増加金額ṕ Ṗ ９割

ẑ 1.5 倍を上限
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大規模需要の適切な系統接続に向けた対応

·GX/DX 大規模需要の投資
 

·送配電網の整備 多額の費用と長期間
既存の送配電網を最大限活用することが重要 系統

接続ルールの見直し

ü 接続可能なエリアの情報公開 GX産業立地政策との連携 立地誘導

ü 条件付 早期連系

ü 「空押さえ」への対応ṕ 手続期限の設定 最終需要規模 契約電力の引上げ要件化 Ṗ

データセンターの問合せ・申込状況
（東京電力PG管内 2025 月3月末時点）

Ṅ
1,200 kW

ṕ2025 3 Ṗ

2025年 2030年 2037年以降

70

475

1,201[ kW]

)  
 



58

地内系統の計画的な整備

【課題】

· 系統整備の工事
多額の費用と長期間を要する 都度の対応では、迅速に整備

できず、需要家の投資意欲に応えられない懸念

【対応の方向性】

·一般送配電事業者等が計画を策定の上、国・電力広域機関がその内容等を確認

· 資金調達・費用回収を円滑化させるための措置を講
じていくことが重要 確認を受けた計画の整備については、電力広域機関
からの貸付けの対象に加える

· 大規模かつ基幹的な系統を対象 一
定以上の容量・電圧に係る設備を計画の対象とすることを基本とする

·再エネを起因 2050 年カーボンニュートラルを見据え整備 大規模需要を起因
需要家の迅速な連系 今後10 年程度を見据え整備

Ị WG
ṕ2025 12 10 Ṗ ễ

【計画のイメージ】

ṕ Ṗ

ẑ

計画の提出 計画の確認 貸付けの
対象に

地内系統の整備に係る
計画の作成

国・電力広域機関一般送配電事業者等
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大規模系統整備に係る資金調達の円滑化等

【課題】

· 大規模な地域間連系線 地内系統の先行的・計画
的な整備 着実に進める 資金調達・費用回収を円滑化

【対応の方向性】

· 資金調達の円滑化等に向けた制度
的対応

ü

ṕểṖ値差収益の取扱いの柔軟化

ṕỄṖGX政策における系統整備への貸付け

ü

ṕễṖ託送料金の前倒し回収

ṕỆṖ ガイドライン・検証の在り方

ṕệṖ 建設仮勘定の取扱い

Ị WG
ṕ2025 12 10 Ṗ ễ

再エネ賦課金
（系統設置交付金）

託送料金
広域系統整備交付金

前倒し交付（特定系統設置交付金）

運転開始

電力広域機関
による貸付

減価償却期間計画認定等

■現行の地域間連系線の整備に係る費用回収・資金調達の在り方

資金調達支援の検討



DC ṕ Ḳ1/2 Ṗ
ṕ Ṗ 100% ṕ Ṗ ṕ Ṗ

GX戦略地域制度を通じたGX産業クラスターの創出（中間とりまとめ案）

Â産業資源であるコンビナート跡地地域に偏在する脱炭素電源 自治体／企業の発意 「新たな産
業クラスター」 「GX戦略地域制度」

Â Ṍ 自治体／企業の相当なコミット及び計画へ
の参画を前提 支援と規制・制度改革の一体措置

60

①コンビナート等再生型 ②データセンター集積型 ③脱炭素電源活用型
（GX産業団地）

④脱炭素電源地域貢献型
（脱炭素電源を活用し、当該電源の立地地域に貢献する事業者の設備投資を後押し）

主な
支援

Å

Å ṕ Ṗ

Å JETRO

Å GX

Å

Å

Å

Å AI

Å

ṕ Ṋ Ṗ

Å

ṕ Ṗ

DC概要

選定
要件

Å

Å

Å 100%

Å

自治体及び企業のコミット／参画状況
※計画は自治体及び企業が策定

2025.12.22  16 GX
ể



【参考】脱炭素電源を活用する製造事業者／DCへの設備投資支援
（脱炭素電源地域貢献型の支援①・②／データセンター集積型の支援⑤）

Â GX
ṕ Ḳ 1/2 ẑểṖ 

支援対象
ẑ Ẁ Ṍ

ẑ ṊDC ẑỄ

産業要件 ṕ Ṗ Ṋ ṕ Ṗ ṕ Ṗ

脱炭素要件

100% ễ ṕ Ṋ Ṗ

A)
ṕ Ṋ Ṗ

B) ṕ PPAṊ Ṗ

C) ṕ Ṋ Ṗ

高い

支援
強度

ẑể Ḳ 1/2 Ḳ 1/3 ẑỄ DC No.1Ṍ3

β צּ ︣ כֿ

新規支援

No. 使用する電源の立地地域への貢献度合い 電源との紐づき 電源の種類

ể PPA

Ễ PPA
ṕ Ṗ

ễ ṕ
Ṗ

 or 
ṕ Ṗ

Ệ
ṕ Ṋ Ṗ

PPA

ệ
ṕ Ṋ Ṗ

PPA
ṕ Ṗ

2025.12.22  16 GX
ễ
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合成メタン等

課題 Å LP ṕCNṖ 合成メタンやグリーンLPガスの生産技術の確立・低コスト化

足下の
進捗

・
対応の
方向性

Å合成メタンやバイオガス SHK CO2 ṕ2 Ṗ 2030 年度導管注入目標
の設定及び託送料金制度の整備 ṕ7 Ṗ 2030 2040

Åガスシステム改革の検証 日本全体での都市ガスのCN化に向けた対応や地方も含めた持続的なガスシステムの在り方を検討
ÅLPガス 2050 CN 2035 16Ṿ CN ṕ10 Ṗ

グリーンLPガスの2030 年代の社会実装 rDMEṕ Ṗ
低炭素LPガスの導入に向けた取組

バイオ燃料・合成燃料等

課題 Å 導入拡大に向けた環境整備 サプライチェーンの構築・強化

足下の
進捗

・
対応の
方向性

ÅCOP30 「ベレン持続可能燃料４倍宣言」 (11 Ṗ
Å自動車分野でのバイオエタノール導入拡大 ṕ6 Ṗ 2030 E10

2040 E20 2028
Å航空分野でのSAF導入拡大 SAF SAF

FID
Å合成燃料 2030 年代前半の商用化
Å環境価値認証・移転制度 バイオ原料の海外からの安定供給確保

水素・アンモニア

課題
Å大規模サプライチェーンの構築を支援 GI 技術開発による競争力の向上設備 関連インフラ

生産体制の整備 供給・利用の拡大とコストの低減を両輪で進める 産業クラスターの形成

足下の
進捗

・
対応の
方向性

Å水素社会推進法 価格差に着目した支援 2030 産業競争力強化や市場獲得に資する計
画の認定 ṕ12 4 Ṗ

ÅGI 基金 10 11 世界最大規模の液化水素運搬
船による海上輸送 受入基地を起工

Å OEM
Å電力分野 ễ ṕ2026 1 Ṗ 既存燃料との燃料費の差分を支援対象に

追加する 上限価格を引き上げる
Å着実に投資を進める国がある中 諸外国や企業の動向 更なる自立した商用サプライチェーンの構築 規制・支

援一体的な政策

次世代エネルギーの確保・供給体制

62
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需給一体での大規模サプライチェーン構築（価格差に着目した支援）

·水素社会推進法に基づき水素等の供給・需要を創出するプロジェクトについて、当初の化石燃料等との
価格差に着目した支援スキーム 2025 3 31 計27 件の計画申請

· 条件が整った案件から、順次、認定2025 年12 月までに4件認定済

Å 愛知製鋼の知多工場
トヨタ千代田化工製の水電解装置

Å愛知製鋼 特殊鋼 加熱炉で利用 電炉業界初
のグリーン鋼

豊田通商ほか：グリーン水素案件 レゾナックほか：水素・アンモニア案件

供給事業者
水素製造供給SPCṕ Ṗ
ṕ豊田通商 ユーラスエナジーホールディングス岩
谷産業Ṗ

主な利用事業者 愛知製鋼

生産地・利用地 ṕ 1,600 ỹ/ Ṗ

Åレゾナック廃プラスチック等ガス化ṕ荏原製作所 UBEの技術
日揮がライセンス化Ṗ 水素を原料に低炭素アンモニア

Å繊維原料 アンモニア誘導品ṕ Ṗ製造・販売

供給事業者 レゾナック

主な利用事業者 レゾナック、日本触媒

生産地・利用地
ṕ 20,000t -NH3/

Ṗ

JERAほか：アンモニア案件/ 三井物産ほか：アンモニア案件

供給事業者 CFIẑ:40% JERA :35Ṿ 三井物産:25%
ẑ (Central Farmers Industries)

主な利用事業者
JERA、豊田自動織機

北海道電力 三菱UBEセメント東ソー 

生産地・利用地  
ṕ約77 万トン/ 年Ṗ

ẓ ṕJERAṖ
ẓ ṕ )

Å 石炭火力発電所であるJERA碧
南火力などのクリーン化、エネルギー安定供給に
貢献 IHI の混焼ボイラー

Å中京地区など、面的な産業クラスター創出に貢
献。自動車部品、セメント、半導体用の化学製
品 多様な製品市場
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主な研究開発・実証プロジェクトの進捗状況

·
日本企業の技術・製品を活かした産業クラスターの形成

Å福島復興の一環 浪江町
でグリーン水素 世界最
大級

Å県内の水素ステーション「道の
駅なみえ」の燃料電池等

福島水素エネルギー研究フィールド（FH2R ）

10MW

グリーン水素製造・熱需要脱炭素（山梨県）

Å東レの膜 カナデビアの水
電解装置 三浦工業の水素ボイ
ラー

Å2025 年10 月 サントリー天然水
工場向け 蒸気供給開始

液化水素によるサプライチェーン実証（川崎重工）

Å川崎市扇島 受入基地 2025 年11 月 起工式

Å香川県坂出市 商用規模の液化水素運搬船
建造を12 月に開始

ṕ )

アンモニア混焼実証・JERA碧南（IHI 製ボイラ）

Å100 万kW 級商用石炭火力
世界初 20 ％混焼の実証を完了

Å 50 ％以上
の高混焼
実証を予定

水素混焼発電実証（関西電力）

Å

水素混焼発電実証を実施

Å混焼率30 ％（体積比）の水素混焼
発電に成功

ガスタービンにおけるアンモニア専焼（IHI ）

Å２MW 級ガスタービン液体アンモ
ニア専焼技術の実証実験を実施

Å Gentari
2026 年度の商業運転

開始を目指す
2MW
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量産体制確立に向けた進捗状況

ṕ ṖGX HP HP

·GX 国内製造サプライチェーンを世界に先駆けて構築 水電解装置 燃料電池 これらの部素
材ṕ国内外での導入目標15GW 程度Ṗ 製造設備投資を支援

·水電解装置６社 燃料電池１社 すでに採択済ṕ2024 11 12 Ṗ
5年にわたって支援していく予定 採択を受けて設備投資が始まりつつある

Ṯ ṯ Ṯ ṯ

企業名
完成品/

部品
総事業費 
[ 億円]

補助率
補助額 
[ 億円]

燃料電池 112.5

337.6 1/3 112.5

水電解装置 378.3

( )
342.8 1/3 114.3

(PEM) 560.0 1/3 186.7

ṕ
Ṗ (PEM)

73.3 1/3 24.4

(PEM)
50.6 1/3 16.9

( )
80.3 1/3 26.8

SCREEN (PEM) 24.8 1/3 8.3

ẑ

GXサプライチェーン構築支援事業採択企業 設備投資支援の進展（例：旭化成）

ṕ Ṗ ṕ ṖHP

Å 川崎製造所 電解用枠 電解用膜
新工場の建設計画を正式に決定ṕ2025 10 Ṗ

Å 年間2GW 超の生産能力
2028 年度に稼働開始予定

Å 年間3GW 超
の 生産能力を構築

Å 310 ṕ 1/3 GX
Ṗ
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水素・アンモニア関連の国際的な投資動向（IEA 等による分析）

·将来投資額も含めたコミットされた投資累計1,100 億ドル（510 案件）
18 中止が公表されたプロジェクト約50 件

·2024 年の投資実績は60 ％増加（2023 年比）し、43 億ドル
2025 年の必要な投資見込み額 2024 年の倍近い79 億ドル
2015Ṍ2020 5 5 15

将来投資額を含むコミットされた投資金額の推移

Billion $

0.5

7.9

ṕ  or CCUSṖ
ṕ Ṗ

60Ṿ

80Ṿ

4.3

ẑ2025

低炭素水素等への年間投資金額の実績

ṕ ṖHydrogen Council  HPṕ2025 9 12 Ṗ ṕ ṖIEA Global Hydrogen Review  2025 World Energy Investment  2025
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水素社会推進法に基づく拠点整備支援の進捗状況について

· 水素等の大規模な利用拡大につながり、様々な事業者に広く裨益
する設備 水素等のサプライチェーンを確実に構築 周辺の潜在的な
ニーズの発掘・集積

· 輸送するにあたっ
て必要な設備 複数の利用事業者と共同して使用するもの（共用パイプライン、共用タ
ンク等） 整備費の一部 ①事業性調査（FS） ②設計（FEED） ③インフラ整備ễ

· ể ṕFSṖ 2024 Ễ 設計・インフラ整備に係る支援
水素社会推進法の計画認定制度に基づく拠点整備支援 計画の申請受付 2025 年6
月末まで実施 12 件の申請 条件が整った案件から、順次、認定

ẑFS
ẑẑGX 7 FEED 57

̞̞
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合成メタン等の導入に向けた環境整備

·2030

③事業者の予見可能性の
確保に向けた対応

②合成メタンの確認項目の整理 CO2

④海外から合成メタン等を
調達する際の確認事項の整理

課題 検討状況

V

2025 2
V

2025 2

V 2025 7
ṕ2030 ểṾṖ 2026 ể

V ṕ2025 7 Ṗ
V GI 2030 2040

V CN

V

①合成メタンの排出削減
価値の主張
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ガスシステム改革の検証について

· 2017 4 2022 4
5 ṕ2027 3 Ṗ

·

· 7 ṕ2025 2 Ṗ

· ṕ2015 1 Ṗ
持続的なガスシステムの在り方や地方も含め産業としてのガス事業の在り方につ

いて検討

１．ガスシステム改革の背景
Å

Å

２．ガスシステム改革の必要性
Å

Å

Å

３．新たなガスシステムの在り方
Å

Å

Å

Å

Å

Å

●需給状況 

●小売料金水準 

●その他のガス事業を取り巻く状況

■持続可能な競争・市場の整備

■脱炭素化に資するガスシステム
の構築 

■エネルギー安定供給に資するガス
システムの構築

●改正法の施行の状況

●エネルギー基本計画に基づく施策の 実施状況

ガスシステム改革小委員会報告書の主な項目とポイント改正ガス事業法附則に基づく検証項目

Ị

ễ
וֹ
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グリーンLPガスの社会実装に向けたロードマップ

ṕ Ṗ LP

·2050 CN 「2035 年時点での想定需要比16 ％のCN対応を目指す」としたロードマップ
を業界として提示ṕ2025 10 Ṗ LP

· LP GI 1000t 2030
GI ị
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COP30 における「ベレン持続可能燃料４倍宣言」について

Ḳ https://cop30.br/en/news -about -cop30/lula -at -climate -summit -brazil - is-not -afraid - to -discuss - the -energy - transition

·COP30 持続
可能燃料に関する宣言（プレッジ）を立ち上げ

· ị
2035 年までに持続可能燃料の需要を2024 年比で少なくとも４倍以上に拡大する

ṕẑṖ 道路交通分野 持続可能燃料とハ
イブリッドエンジン等の高性能なモビリティ機器の組合せによって脱炭素化を進める

·10/14 Pre-COP 11/7 COPサミットにおいて、ルーラ大統領から正式発表11/14

·11/14 23 COP

ṕẑṖIEA Ṉ2035 ṕ2025 Ṗ

11/14 11/7  11/7  



バイオ
エタノール

¸ ỉ 2030 年度までに一部地域で最大濃度10 ％、
2040 年度から最大濃度20 ％の低炭素ガソリン供給開始を目指す Ỉ「ガソリンへの
バイオエタノール導入拡大に向けたアクションプラン」を取りまとめた

¸ 本格導入に向けた課題の洗い出しのために2028 年度を目途に一部地域で先行導入を行うことし
ており、本年11 月に沖縄を選定

¸ SS
2025

SAF

¸ SAF ṕFIDṖ 航空会社と石油元売
事業者とのSAF売買に関する交渉

¸ SAF
FID SAF

¸ SAF 「更なるSAF導入促進策検討タスクフォース」を設置し、業界団体や企業、関係行
政機関等で議論中

¸ ṕ Ṗ 取り得る導入促進策を来年1月を目途に取りまとめ、
その後も更なる制度詳細の議論を継続

合成燃料

¸ 2030 2023 Ỉ 「合成燃料の商用化に向けたロードマップ」
に基づき、製造技術開発・実証、制度検討等の取組を進めていく

¸ 12 再エネを起点とした合成燃料に加え、より経済性の高いバイオ系合成燃
料も視野に合成燃料製造技術の早期確立を目指す

72

次世代燃料の導入拡大に向けた足下の動向と今後の方針



化石資源の確保・供給体制、CO2回収・有効利用・貯留

CO2回収・有効利用・貯留

課題

ÅCCS 2030

ÅCCS、CCU/ カーボンリサイクル、CDRの社会実装 CO2

足下の
進捗

・
対応の
方向性

Åパイプライン案件のCCSコスト差支援措置の在り方の中間整理 ṕ7 Ṗ CCS事業法
の本施行（26 年5月）に向けた貯留ルールの整備 北海道苫小牧市沖における試掘許可（9月）、千葉県九十九里沖の
特定区域指定（9月）

Å CO2越境輸送の実現 2009
マレーシアとの間で協力覚書に署名ṕ10 Ṗ

ÅCCS、CCU/ カーボンリサイクルの環境価値の創出 SHK J- 2030
CCU/ カーボンリサイクルコスト低減に向けた技術実証、CO2サプライチェーンの最適化

Å CDR技術のコスト低減と効率性向上 MRV JCM CO2
CDRクレジット市場の創出・拡大

化石資源の確保・供給体制

課題

Å 現実的なトランジションを進めつつ安
定供給を確保

Å LNGの安定供給 LNG IEA World Energy Outlook 
2025 ṕ11 Ṗ STEPS 2030 年代は天然ガスの需要増加が見込まれている

Å 石油製品やLPガスの安定調達と供給体制確保  

足下の
進捗

・
対応の
方向性

【化石燃料の調達】
Å JOGMECのリスクマネー供給の強化 LNG

LNG

【石油備蓄・精製、SS、LPガス】
Å石油備蓄や製油所の強靭化・高度化
ÅSSネットワーク維持 SS

LPガスタンクの設置による燃料備蓄

73
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世界の石油・天然ガス供給量の見通しと上流投資の必要性

ṖCPSṕCurrent Policies Scenario ṖḲ STEPSṕStated Policies Scenario ṖḲ
Ṗ ṕIEAṖ World Energy Outlook 2025

·IEA World Energy Outlook  2025  
CPS STEPS 将来の石油・天然ガス需要を満たすためには新規プロジェクトへのさらなる上

流投資が必要

· 2024 STEPS 2030 2025
STEPSの天然ガス需要が2030 年代も増加を続

ける見通し

世界の石油・天然ガス供給量の見通し
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日本の原油・LNG輸入（2024 年）
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LNG長期契約確保量の見通し

ṕ ṖJOGMEC LNG 2025 LNG
ẑ LNG

·現在の長期契約に基づくLNG確保量は 2030
適切な現契約の更新及び一定程度

追加の契約が必要となる可能性がある

日本のLNG長期契約量推移

0

2,000

4,000

6,000

8,000

( )

2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 20402024

( )

3
ṕ7 7 22 Ṗ ễ
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新しいJOGMEC出資制度の方向性

·第７次エネルギー基本計画ṕ2025 2  Ṗ 長期契約の確保や不確実性の大きい中長
期的なLNG需要量の確保 LNG 本
邦企業にインセンティブを与えるJOGMECの出資制度を整備

·LNG 生産段階に至った後の対応 エネルギー安定供給に貢献する要件に適合する本邦企業のニー
ズに応じ 本邦企業の受け取る配当のタイミングや総額の柔軟性を向上 エネルギー政策上
特に重要な場合 更に本邦企業の権益取得のインセンティブ向上

新しい出資制度（イメージ）

¸JOGMEC あらかじめ本邦企業が選択

LNG 生産段階

JOGMECの早期退出投資分の早期回収

JOGMEC保有SPC株式の
買戻し権

SPC
配当の中で優先して

投資回収できる

要件に適合

¸ 長期に開発・生産が継続
LNG 一定量を長期契約で引き取り

一定量が追加的に日本国内に供給

¸ 本邦企業がまだ参画していない 新たに液
化設備等の建設等を行う

【エネルギー安定供給に貢献する要件】

25

ṕ 7 12 5 Ṗ 3
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製油所等の強靱化に係る取組（津波漂流物対策）

·

· Ỉ 「国土強靱化実施中期計画※」が閣議決定
津波漂流物被害が発生する可能性が高い製油所等（約20 箇所を想

定）を特定し、津波漂流物対策施設（津波漂流物防護柵）導入の必要性や効果的な対策に関する詳細
調査を行う予定

ẑ Ị Ṍ 12 ệ

第一次国土強靱化実施中期計画 津波漂流物対策施設の例（津波漂流物防護柵）

Ṯ ỗỄ ṯ
ỗỄ ṕ Ṗ

 

ṕ Ṗ

津波漂流物対策に係る予算事業

L2

ờỊ Ḳ1.4
ẑ 9.4

ṕ Ṗ
ṕ Ṗ
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「新たな地域燃料流通に関する研究会」の開催について

·SS

CN SSネットワークを維持・強化していくことは重要

· 過疎地ではSSネットワークの維持が困難になっている 低
価格販売が災害時に必要なSSネットワークを毀損している

·  新たな地域燃料流通に関する研究会 SS
SSネットワーク維持のあり方について検討

· 自治体とも連携した地域の燃料供給体制確保などの取組を強化

テーマ（例）

ṕểṖ
ẓSS SS

ṕỄṖ SS
ẓ AI

ṕễṖ
ẓ

ṕỆṖ SS
ẓ SS

ṇ ṇ

SS
Ṍ Ṍ
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LPガスの重要性（災害時にも機能する強靱性、供給安定性）

·LP 持ち運びしやすく、長期保存でき、品質劣化がない
温室効果ガスの排出が少ない

· 災害時のエネルギー供給に貢献（最後の砦）
LPガスにより稼働する発電機等を設置した避難所では、停電中において

も、照明や通信機器等の電源を確保LPガスで稼働する空調設備（ガスヒートポンプ：GHP) を稼働させて
暖房環境を確保した避難所

·
社会的な重要インフラ施設等において、LPガスタンク等を設置し、自衛的な燃料備蓄体

制を構築するための経費の一部を支援

LP

LP LP

施設別のLPガスタンク導入実績
（平成24 年度~ 令和6年度）

253
(13.9%)

234
(12.9%)

461
(25.4%)

867
(47.8%)
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ガソリン・軽油の暫定税率廃止に向けた補助金の段階的拡充について

· ガソリン・軽油に対する補助金（定額引下げ措置）を当分の
間税率ṕ 暫定税率Ṗと同水準まで段階的に拡充

·１回あたりの変動幅を最大５円程度に抑えながら

· ガソリンの暫定税率は、本年12 月31 日に廃止 軽油の暫定税率は、令和８年４月１
日に廃止

Ṯ ṯ

11 13 11 27 12 11

10 /L 15 /L 20 /L 25.1 /L

10 /L 15 /L 17.1 /L 17.1 /L

定額補助
10 円

補助なし価格

定額補助
15 円

補助金 減税

定額補助
ガソリン：

25.1 円

11/13( 木) 11/27( 木) 12/11( 木) 12/31( 水)

定額補助
ガソリン：20 円

暫定税率廃止

ガソリン
小売価格
のイメージ

ẑ Ṅ

ẑ

ẑ ṕ Ḳ5 /L Ḳ4 /LṖ
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CCS事業制度検討ワーキンググループ/ 海底下CCS制度専門委員会

·CCS CO2 (1) モニタリン
グ・漏えい防止措置(2) 閉鎖措置・事業廃止 (3) 資金確保措置 (4) 約款の約定

· CCS事
業制度検討ワーキンググループ

· 海底下CCS制度専門委員会
CCS

· 海域の貯留事業は経産省と環境省との共管事項
CCS

(1) モニタリング・漏えい防止措置 (2) 閉鎖措置・事業廃止
(3) 資金確保措置
(4) 約款の約定

² 事業実施中のCO2 安定貯留に向けた必
要な措置はどうあるべきか。

CO2

CO2

CO2

² JOGMECへの移管に向けた必要な措置
はどうあるべきか。

JOGMEC ṕ Ṗ

² 安定的な事業実施に向けた資金確保措
置及び貯留事業・導管輸送事業の約款
の内容はどうあるべきか。

JOGMEC

ṕ
Ṗ

Ṯ ṯ

2025 12 3
10 ễ
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先進的CCS事業の足下の進捗

·2030 CCS 2025 2
11 2025 9

＜先進的CCS事業における苫小牧地域での計画概要＞

1 km

ẅ ẅ

CO2Ṯ ṯ
CO2
CO2 (

)

CO2

Ẉ

ẑ
300 m

Ṍ 2,500 m
ṕCCS

CO2
ṕẑṖ Ṗ

ṕẑṖ

JAPEX

＜千葉県九十九里沖の特定区域＞

Å近隣の発電所と製油所からのCO2を地中貯留する事業
2025 年2月にCCS事業法に基づく特定区域の第一号として指定

Å石油資源開発（JAPEX ） 知事
協議・公衆縦覧を実施 試掘について支障がない

JAPEX 2025 年9月に試掘の許可
2025 年11 月より試掘に係る工事を開始

Å内房地域の製鉄所から排出されるCO2を地中貯留する事業
2030

Å 地元漁業者の協力を得て2025 年夏に地層の集中的な探査
を実施する 地域理解も進んできている

Å 2025 年9月にCCS事業法に基づく特定区域
の第二号として指定 ễ

北海道苫小牧市沖 千葉県九十九里沖

ṕJAPEX Ṗ
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マレーシアとのCCSに関する協力

· CCS CCS マレーシア経済省（MoE ）と
の間でCCSに関する協力覚書（MoC）を2025 年10 月17 日に署名、第3回AZEC閣僚会合において公表

· ṕ2025 10 26 Ṗ CCS等の脱炭素
協力の進展を高く評価 ṕJCMṖ AZEC

2025 12 3
10

ễ

経済産業省

【MOU/ 企業提携の概要】：
CCS

【本協力の意義・狙い】：
CCS

経済省
V CCS
V CCS
V

マレーシア経済省とのCCSに関する協力覚書（MoC）

2025 10 1 CCUS
10 10 Duyong ṕCCUS Ṗ

（参考）マレーシア国内の動向
: 
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CCS支援措置（パイプライン案件）の中間整理（2025 年7月）以降の検討状況

·2030 年代初頭からのCCS事業の開始 ỉCCS事業
（パイプライン案件）の支援措置の在り方について中間整理を実施

· 本中間整理を踏まえ CCS
GX-ETS CCS事業（パイプライン案件）への投資を促すために実効性のあ
る具体的な支援措置を講じる CCS

·

CCS CCS コスト差支援措置の運用・執行
想定外の事態に対応できる体制 CCS 

地下資源開発に関する技術的・ファイナンス上の専門的知見が活かせる運
用・執行体制 引き続き体制作りに向けた検討を実施

② 船舶輸送案件 液化や輸送等におけるエネルギーコストが大きい 自立化
を描ける最適な船舶CCSバリューチェーンの構築を目指す 液化CO2船の共通化

排出地域単位での効率的なCO2の集荷・集積化に向けたエミッターの横連携促進効率
的な船舶輸送検討のためのタスクフォース 経産省・JOGMEC主導で業界横断的な取組等

CCS CO2 CCS SHK
関係行政機関とも連携の上、今後の検討を進める必要がある 今年度の算定方法検討

会において論点を明確化していく予定



重要鉱物、国際協力と国際協調
重要鉱物

課題
Å 重要鉱物 安定供給確保に課題 特定国に依存しな

いサプライチェーン構築

足下の
進捗

・
対応の
方向性

ÅJOGMEC
TC/RC

Å

供給源多角化 鉱山開発・製錬事業への出資や助成金支援
サプライチェーンへの原料の供給途絶を回避 国家備蓄の強化
ỉ

ṕTC/RCṖ

国際協力と国際協調

課題

Å 各国においてエネルギー安全保障やエネルギー価格、競争力を重視する動き
Å

ÅG7 ṕ10 Ṗ ガスセキュリティや原子力の重要性 国際交渉の場で
もエネルギー安全保障に焦点  

足下の
進捗

・
対応の
方向性

Å 第3回AZEC閣僚会合及び首脳会合を開催（10 月） トランジション・ファイナ
ンスに係る、アジア開発銀行やIEA の報告書の公表 AZEC-DCM

10 50 MOU
MOU 540

Å 我が国は、エネルギー安全保障、経済成長、脱炭素化を同時達成
変わらない我が国の姿勢をG7 G20 AZEC 多国間、及び二国間枠組みを通じ

て発信 信頼感を高め、具体的な国際協力・国際協調に繋げる
Å 脱炭素技術の展開を通じて、アジアをはじめとする

世界の現実的なエネルギー移行に貢献 AZEC トランジション・ファイナンスの具体化更なる個別プロジェクト
組成

Å 二国間協力の枠組みを活用して、各国のニーズを踏まえた
具体的な協力 原油市場の安定化やエネルギーの安定供給に向けた働きかけ

86
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レアアース等重要鉱物の安定供給確保に向けた取組

· 欧米諸国は代替供給源形成支援の
ための基金や資金提供を用意

· 国内サプライチェーンへのレアアース等重要鉱物の安定供給を確保 鉱山開発・製錬
事業への出資や助成金支援 国家備蓄での対応

· リサイクル資源の活用に資する方策持続可能ではない銅
製錬のTC/RC への対応

安定供給確保のための取組

○代替供給源の確立
¸

Ṯ ṯ
ü JOGMEC

Ễ
ü JOGMEC

○国家備蓄での対応

欧米諸国の取組

【米国】
¸国内レアアース開発・磁石製造                                 

出資４億ドル・融資
1.4 億ドルの最低利益保証
10 年間の 値差支援
磁石購入保証

¸ 備蓄 20 億ドルを予算措置

¸官民で18 億ドルの出資基金を設置50

【欧州】
¸ 2025 12 ễ EU

JOGMEC 出資等の

金融手段 備蓄制度 欧州重要原材料センター
2026 ể
最大30 億ユーロ

今後の検討事項

○リサイクル資源の活用
ü

LIB

ṕỄ Ṗ

○持続可能ではない銅
製錬のTC/RC への対応
ü 2025 10

TC/RC



脱炭素をめぐる世界的な動き①【各国の政策動向】

“気候変動政策”の主導
( )

" 世界の工場" 覇権維持

/

"Made  in  USA" 復活

(NZBA )

( )

( )

自国産業競争力・安全保障強化

欧州グリーンディール(2019~)
Å 2050 GHG

Å Fit for 55 (2030 GHG
1990 55% )

IRA( インフレ削減法)(2022~)
Å

" "
Å

競争力コンパス(2025~)/
クリーン産業ディール(2025~)
Å EU
Å

Å

( : 40% )

OBBB  (2025~)  [One Big Beautiful Bill]

Å¬ º IRA

¬ º
( : 

CCS
)

自国産業競争力・安全保障強化

「1+N 政策」(2021~)
ÅCN (2060)

Å EV
EV /

先端製造業支援(2025~)
Å

אל ḭ2027
ṕ Ṗ
ḱ ṇ ︣

Â EV

Â EU
Â GXúDX

Â GX Ṅ Ṋ Ṋ ễ
Ị

GX GX

ṕ Ṗ ỉ &

2025 8 26
15 GX  1
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COP30 ブラジル

¸ 1.5

NDC（削減目標）

¸ 持続可能燃
料4倍 ṕ2035 

2024 4 Ṗ

89

エネルギーに関する国際協力・国際協調の方向性

· トリプルブレイクスルー
多様な道筋

·脱炭素技術の展開を通じて、アジアはじめとする世界の現実的なエネルギー移行に貢献AZEC
トランジション・ファイナンスの具体化更なる個別プロジェクトの組成

2025 年2024 年 1月 7月 10 月 11 月

二
国
間
連
携

多
国
間
間
連
携

日中省エネフォーラム

¸

¸省エネ、再エネ、水素
等の民間協力案件

日米エネルギー
安全保障対話

¸浮体式洋上風力、水素
等、CCUS、SMR等の
技術協力

¸重要鉱物、LNGの安定
供給

産油国との資源外交

¸ 信頼できるパート
ナー 多
様な道筋の下でのエネ
ルギー移行

ṕ Ṗ

¸国際原油市場の安定
化
ṕUAEṖ

日伊ガスセキュリティに
関する協力覚書

¸

天然ガスの役割を支持
ガスセキュリティ分野

での両国の協力を拡大

日米首脳会談

¸重要鉱物に関する日米枠組み

¸ 5,500
SMR等のエネル

ギー、AI 用途の電源開発、重
要鉱物等

11 月 12 月

日米豪印外相会合

¸重要鉱物のサプライ
チェーンの確保と多
様化

日米豪
印重要鉱物イニシア
チブ立ち上げ

G7カナダ
エネルギー・環境大臣会合

¸基準に基づく重要鉱物の市
場形成に向けたロードマップ
策定 天然ガスの確保
エネルギー安全保障強化

¸ AI

AI

第3回AZEC
閣僚・首脳会合

¸トランジション・ファイナンス
に係る報告書の公表
各国の現状と課題を整理
するレポートを策定

¸ AZEC原則の再確認 10
取

組の進捗を確認

G20 南アフリカ
エネルギー移行大臣会合

¸エネルギー安全保障
エネルギーアクセス

¸ LPG
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アジア・ゼロエミッション共同体（AZEC）

· AZECは、2022 年１月、脱炭素・経済成長・エネルギー安全保障の同時実現・多様な道筋という考え方を
共有し、エネルギートランジションを進める

· ASEAN 電力の大宗を石炭・天然ガスの火力発電に依存し、産業構造の高い割合を製造業が
占めるなど日本と同様の課題 現実的なエネルギー移行を
進めていく必要

· AZEC 日本の多様な脱炭素技術やファイナンスを活用し、地域及び世界の脱炭素化に貢献

参加国 第1回AZEC閣僚・首脳会合（2023 年）

Å AZEC原則

Å 個別プロジェクト

第2回AZEC閣僚・首脳会合（2024 年）

Å「今後10 年のためのアクションプラン」

ÅERIA 「アジア・ゼロエミッションセンター」

（参考）主要国の電力調達先比率

第３回AZEC閣僚・首脳会合（本年10 月）

Åトランジション・ファイナンスに係る報告書

Å プログレスレポート

ÅIEA によるエネルギー移行レビュー制度

Å 新規プロジェクト ṕ延べ約540 件Ṗ

69.1% 44.8%

14.6%

45.0%

2.0%

12.9% 10.3%

5.7%

29.4%

3.4% 16.5%

14.9%
16.1% 2.5%

1.3%

1.7% 1.1%

9.6%

64.2%
34.9%

※来年（第４回）はフィリピン
で開催予定
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AZECを通じた日本の取組

· AZEC
①脱炭素に向けた取組を促進する政策協調と、②個別の脱炭素プロジェクトの組成

政策協調 脱炭素プロジェクトの組成

市場で評価
投資・資金が流入

ṕ Ṗ

Å

Å

Å

ṕ SMR Ṗ
プロジェクト組成

ṕ Ṗ

Å

Å

Å AZEC

燃料アンモニアによるガスタービン発電商用実証(IHI) 
Ẃ

ḲJETRO  HP

É

2026

経産省／アジア開発銀行(ADB) ／東南アジア・
アセアン経済研究センター(ERIA) の共同レポート

É

É CCGT(
)

CCUS
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IEA 「Scaling Up Transition Finance 」

ṖNZEṕNet Zero Emissions by 2050 Scenario ṖḲ2050 APSṕAnnounced Policies Scenario ṖḲ
Ṗ ṕIEAṖ Scaling Up Transition Finance

·2025 10 IEA 第3回AZEC閣僚会合ṕ Ṗ

· トランジション・ファイナンスを通じて支援可能な投資の累積額今後10 年間で累計4～5兆
ドルṕ 4,000 Ṍ5,000 Ṗ

· 新興国・途上国や排出削減が困難な分野ṕ
Ṗ グリーンファイナンスでは対応できない領

域への資金供給

トランジション・ファイナンスにより支援可能な追加投資の累積額
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